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常務理事 前田 映子 
 
共同生活にトラブルはつきもので、平成 26 年度の「マンション総合調査」

（国交省）では、「居住者間の行為・マナーをめぐるもの」55.9%と断トツに多

い。その具体的内容は、「生活音」34.3%、「違法駐車」24.7%、「ペット飼育」22.7%

となっている。 

最近、よく耳にする管理組合に寄せられる組合員からの要望のうちで、共通

した問題といえば・・①受動喫煙、②ペットの存在、③騒音、である。全部ル

ール・マナーの問題で、当事者は悩みに悩んだ末、理事長に直訴あるいは投書

箱へ救済を求める。 

①受動喫煙・・・もはやホタル族も行き場がなくなり、全面禁止を売りにし

たマンションが完売しているそうだ。使用細則の禁止事項にベランダ等での喫

煙禁止を規定する組合も少なくない。 

②ペットの存在・・・高齢でペットを飼いたいが最後まで面倒がみられない

から我慢している・・。今やペットは癒しを超えて家族の一員（ペット自身が

そう思っている。）である。ペット禁止のマンション（主に公営分譲の大型団地）

では飼育の可否について結論を出せない状況が何年も続いている。規約・細則

で禁止しているからという理屈は分かるが、その先にある高齢化に対応する方

策はないものか。 

③騒音・・・そもそも共同生活に向いてないのか、考えが及ばないのか、例

えば『夜中まで「太鼓ゲーム」の音を何とかして・・。』当事者同士では角が立

つので組合に駆け込む被害者（不眠や頭痛など症状も出ている。）が急増してい

る。都度、理事会で検討して対応策を考えるが、こうした時間もばかにならな

いし正直なところ理事も疲れる。 

マンションの維持管理に不可欠な「大規模修繕工事の進め方」や「滞納管理

費の回収」等の問題は、セミナー等で盛んに取り上げているので、そのノウハ

ウや解決方法の情報は身近に入手でき、既に実践済みであるが、普遍的なマナ

ーの問題は、やはり一人ひとりの「無関心」によるものが大きく、居住者意識

を高めるためにも管理組合の取り組みが重要である。 
＝＝ 始めよう！！日頃の挨拶 こんにちわ ＝＝ 

1p『管理組合とコミュニ

ティの運営～無関心

が招く居住者トラブ

ル～』前田映子 

2p『住宅宿泊事業、来春開

始されます。』届出開

始は来春 3 月 15 日予

定「可能とするか、禁

止するか」規約で明確

に！ 

3p『相談員研修会から』

（成年後見制度／地

震保険） 

4p『わかりやすい大規模

修繕工事』第 12 回ス

テップ９ 岡田英二 

5p『大規模修繕工事 管

理組合、工事会社を守

る 3つの保険』株式会

社住宅あんしん保証 

濱田祐也』 

6p『セミナー ヴィンテ

ージマンションとい

う考え方』『住宅過剰

社会に生きている私

たちーマンションは

どうやって生き延び

たらいいの？』 

7p『イベント報告』 

8p『事務局からお知らせ』 
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国土交通省は、8 月 29 日、住宅宿泊事業法成立に伴い

マンション標準管理規約を改正しました。 

分譲マンションにおいても民泊サービスが実施できる

ことになり、民泊サービスを起因とする近隣トラブルを

避けるためにも一定のルールを設けておく必要から、標

準管理規約の改正を行ったものです。 

改正案では、住宅事業を可能とする場合と禁止する場

合の双方の規定例が示されています。 

住宅宿泊事業の開始は、公布の日（本年 6 月 16 日）か

ら 1 年以内ですが、届出手続きの開始は 9 か月以内とな

っており、遅くとも来年 3 月 15 日から住宅宿泊事業の届

出が開始される予定になっています。 

管理組合は、標準管理規約第 12 条（専有部分の用途）

を届出が開始するまでに改正し、「可能とするか、禁止す

るか」明確にしておく必要があります。 

 
≪マンション標準管理規約（単棟型）改正案≫ 
 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

≪住宅宿泊事業の届出について≫（※以下は現在国交省で検討している仕組みの内容） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「禁止する意思のないことを確認したことを証する書類」とは、「管理組合の理事会や総会における住宅宿泊

事業を禁止する方針の決議の有無」で行う方向で検討中。「禁止する」規約改正が間に合わないか、困難な管

理組合は、理事会決議や総会決議をしておく必要があります。  

民 泊 

 
第 12 条 区分所有者は、その専有部分を専ら住

宅として使用するものとし、他の用途に供し
てはならない。 

２ 区分所有者は、その専有部分を住宅宿泊事業
法第 3条第 1項の届出を行って営む同法第 2条
第 3 項の住宅宿泊事業に使用することができ
る。 

住宅宿泊事業を可能とする場合 

 
第 12 条 区分所有者は、その専有部分を専ら住

宅として使用するものとし、他の用途に供し
てはならない。 

２ 区分所有者は、その専有部分を住宅宿泊事業
法第 3条第 1項の届出を行って営む同法第 2条
第 3項の住宅宿泊事業に使用してはならない。 

 

住宅宿泊事業を禁止する場合 

※ 届出書に管理規約に違反のないことを確認できる仕組みを設ける（予定） 
  管理規約等において禁止されていないことを裏付ける書面として以下の添付を求める。 

● 専有部分の用途にかかる管理規約条項の写しを提出 

住宅宿泊事業を許容する旨の規定となっている場合 

住宅宿泊事業を許容する旨の規定となっていない場合 

●管理組合に住宅宿泊事業を禁止する意思のないことを確認したことを証する書類を添付 

追加の書類不要 
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８月２８日、かながわ県民センター1501 号室で相談員

研修会を行いました。対象は浜管ネットに属している相

談員。この日は 20 人が参加しました。 

第１部は「高齢化に伴う成年後見人制度について」。

成年後見制度とは精神上の

障害(知的障害、精神障害、認

知症など)により判断能力

（行為能力）が不十分な方が

不利益を被らないように家

庭裁判所に申立てをして、法

律面、生活面で支援してくれ

る人を付けてもらう制度で

す。 

支援してくれる人を成年

後見人、保佐人、補助人といいます。実際にこれまで約

30 件、後見人を務めた経験のある司法書士の今戸晴美氏

（個人賛助会員）に制度の概要、問題点を話してもらい

ました。  

成年後見制度には「法定後見」「任意後見」の 2 種類が

あります。「法定後見」は認知症や知的障害など判断能力

が不十分またはまったくない人が対象で親族か、親族が

いない場合は市町村長などが裁判所に申立てをして後見

人を決めます。 一方、「任意後見」は判断力があるうち

に自分で後見人を決めて契約することをいいますが、ま

だなじみにくい状況にあるようです。契約内容は財産管

理や身上監護（介護契約等についての代理権など）で、

介護保険制度との違いの説明もありました。 

 

第２部は、熊本地震の現場で、実際に建物の損害認定

を行った宮井直哉理事に、

「地震保険」の損害認定につ

いて解説してもらいました。

損害認定の手順は、 

①1 階部分での全焼、全壊等

を判定）  

②倒壊していない場合でも 1

階部分での傾斜や沈下を判

定  

③損傷の一番大きい階（最上階を除く）で判定  

④対象階の柱とはりの損害を確認  

⑤上記②と④の損害割合を合計し、全損・大半損・小半

損・一部損・無責を認定する。 

損害調査の対象は主要構造部ですが、保険金の使途に

は制限はありません。元通りにするための復旧費用では

ない代わりに、どの部位の復旧に保険金を使ってもよい

ことになります。宮井氏は最後に「熊本では地震保険に

入っていてよかったという声が多かった」と話していま

した。被災からの復旧に、保険金があるとないとでは合

意形成にも影響するといえるでしょう。

  

～マンション管理組合の最大のイベン卜、大規模修繕工事～ 

永く使っていくために、傷んだところ等補修することは建物の長寿命化のために必要です。 

年を経るに従い、居住する人の年齢や家族構成で住まい方は変化していきます。新築入居当時は設備も建物も新

しく満足と思っていても、数年経つとここがこのようになれば便利に、この設備は不要では？というような疑問が

出てきます。棟の入口の段差をなくす工事、エントランス入口を自動扉に改修（乳母車や車いすの走行が楽になっ

た）EV ホールに吹き込む雨を除けるガラリ改修工事、集会所の和室を洋室に改修（高齢者の使用利便性がよくなっ

た）、階段手摺の取付け（3.11 東日本災害時真っ暗闇の中で、助かった）、械式駐車場を平置きに改修（経費が安く

なった）、直結増圧給水方式にして高置水槽を撤去（災害時に安心、水が新鮮になる）など傷んだところを修繕する

ことは勿論ですが、サッシの改修、通信系の改修、防犯カメラの設置、外構の整備、街灯の増設、など新たに若い世

代の入居促進のためにも、気が付いたところを改修し利便性を向上させる努力を続けなければなりません。 

長期修繕計画に補修工事だけでなく、改修（グレードアップ）工事も組入れましょう。（会長：加藤壽六） 

司法書士の今戸晴美
氏  

宮井直哉理事  

テーマ 
＜防災＞ 
地震保険 

テーマ 
＜高齢化＞ 
成年後見 

＞＞ 浜管ネット 相談員研修会から 

COLUMN 
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わかりやすい大規模修繕工事《第１2回》 

    ～ステップ 9 ～        岡田 英二（一級建築士・技術者部会）
 ステップ 9は、工事後半の説明です。 
後半は出来上り確認のための各種検査と、最終の竣工検査、及び追加変更の処理、清算工事項目の増減処理などに

なります。 

■後半の工事内容 
工事は後半になり、外壁塗装工事、鉄部塗装工事、屋上防

水工事、バルコニー床防水工事、建具・金物工事、共用部内

装工事などが行われます。バルコニーでの工事は壁・天井の

塗装工事、床防水工事、鉄部塗装工事、金物工事などがあり

ます。塗装時には窓はビニールで塞ぎ、窓に塗装がつかない

ように養生をします。バルコニー床防水時は窓の開閉は出

来ますが、出入りは出来ません。 

バルコニー側の工事では、かなり日常生活に不便が生じ、

洗濯物などが干せない日があります。廊下側、エントランス

などの工事では、天井・壁の塗装、床の改修など通行が制限

されます。建具・金物工事では、玄関扉・窓・バルコニー手

摺などの交換工事・補修工事を行います。玄関扉・窓の交換

はカバー工法の場合、１箇所１時間程度で行いますが在宅

が必要です。バルコニー手摺交換時は安全の為、バルコニー

の使用が制限されます。 

屋上防水工事では工法によっては、ドリル等の騒音が発

生します。建物外壁面の工事が終わりますと、いよいよ足場

の解体です。足場解体時はガードマンを付けて誘導など安

全に配慮しますが、出来るだけ周辺の通行は控えましょう。 

■各種検査項目 
工事中は、施工者が社内検査を工事項目ごとに行い、手直

しの後、監理者が検査を行います。下地補修は実数精算にす

ることが多く、工事金額の増減が発生しますので、下地マー

キング調査完了検査と下地補修完了検査は、調査図と施工

箇所の数量があっているか、施工方法が適切かなど重要な

検査になります。足場を解体する前に、足場解体前検査を施

工者社内検査、監理者検査をおこない、それぞれ不具合の手

直しを行います。その後に、管理組合・修繕委員会でも検査

を行うのがよいでしょう。 

バルコニー側は、居住者バルコニー完了検査として居住

者にアンケートを配布して、バルコニーの確認をしてもら

います。アンケートで提出された指摘事項の手直し完了後

に各居住者の完了確認印を受領してから、足場を解体しま

す。足場解体後は、１階廻りの残っている工事を行い、清掃

後に建物廻りの検査を行います。次は最終の竣工検査です。 

■定例会議と変更処理（管理組合、監理者、施工者の
会合） 
定例会議では、各種検査の結果報告、工事の出来栄え、工

事の遅延状況、追加変更、清算工事などが打合せ内容になり

ます。工事の遅延については、作業員の増員で挽回するなど

協議しますが、精算工事の増加など、遅延の理由によっては

工期延長分の仮設費・諸経費・現場管理費等の費用が発生す

る場合もあります。下地補修工事など契約時に実数精算と

した項目については、定例会議にて工事施工者が増減表を

作成して報告をしますので、下地補修完了検査時の数量と

確認して、管理組合の承認を得てから、契約時の単価で、経

費も契約時の経費率にて計算して変更処理をします。 

発注工事範囲外の追加工事を行う場合は、工事に着手す

る前に見積書を提出してもらい、定例会議にて検討して管

理組合にて承認後、工事にかかります。基本的には、定例会

議にて検討し、管理組合にて承認を得てから、増減精算、追

加変更、工期延期などの変更契約を締結します。 

（次回は工事の完了、ステップ１０） 

 

＊工事の完了 

・竣工検査 

・竣工図書の整理 

・工事費の精算 

＊工事の発注 

＊総会の決議 

・工事請負契約 

＊工事の準備 

・工事説明会の開催 

・バルコニーの片付け

と置場の設置 

＊工事の開始 

・工事期間（建物規模、工事内容により異

なる） 

・工事の前半     ・工事の後半 

ステップ６ ステップ７ ステップ８ ステップ９ ステップ１０ 
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マンションなどの共同住宅に関する代表的な 3つの保険をご存知でしょうか？ 

 

１つ目は、管理組合が加入するマンション共用部分の

火災保険（以下、火災保険といいます。）。 

マンションの共用部分を補償対象とし、火災や自然災害

等の「偶発的な事故」により被害を受けた建物等を補修する

費用を負担した場合に支払われる保険です。 

２つ目は、工事会社が加入する工事の賠償責任保険（以

下、賠償責任保険といいます。）。 

工事中や工事後に、工事会社の施工が原因で、対人・対物

事故を起こし、工事会社が法律上の損害賠償責任を負担す

ることによって生じた損害について、保険金が支払われる

保険です。 

３つ目は、同じく工事会社が加入する、大規模修繕工事

瑕疵保険（以下、瑕疵保険といいます。）。 

工事完了後に施工箇所の瑕疵（欠陥-施工の不具合等）が

発見された場合に、発注者に対して瑕疵担保責任を負担す

ることによって生じた損害について支払われる保険です。

今回は、この 3 つの保険の中から「瑕疵保険」についてご

案内します。 

◆事故事例 
 

 

 

 

 

このケースでは、原因が「工事会社の施工の瑕疵」にあり、

事象が「雨漏り（防水性能を満たさない」なので、「瑕疵保

険」の補償対象となります。 

多くの場合、工事会社は発注者（管理組合等）から請け負

う施工内容について、工事後に瑕疵（欠陥・施工の不具合等）

が発生した際、補修対応を行うことを約束する「アフター保

証（自社の責任で補修対応などを行う保証）」を工事請負契

約で謳っています。 

しかし、瑕疵（欠陥・施工の不具合等）の補修費は高額に

なる場合が多く、アフター保証を約束している工事会社の

すべてが十分な資金を確保しているとは言えません。 

工事会社が瑕疵（欠陥・施工の不具合等）の補修対応を履

行しない場合、発注者が自己負担で補修しなければなりま

せん。補修しない場合は、建物の品質が損なわれ、資産価値

が下落するなど、管

理組合、区分所有者

にとって、想定外の

損害を被る可能性

があります。工事完

了後に工事会社が

倒産した場合等も同様です。 

工事会社が瑕疵保険を付保していれば、上記のような事

態を防ぐことができますので発注者が工事会社に対して

「瑕疵保険を付保すること」を申し入れる（工事発注の条件

をする）ことが有効な手段と言えます。 

◆マンションの共用部工事:もう一つのリスク対
策のために生まれた「瑕疵保険」 
保険金が支払われる場合は、以下のとおりです。 

・構造耐力上主要な部分が基本的な耐力性能を満たさない

こと  
・雨水の浸入を防止する部分が防水性能を満たさないこと  
・給排水管路が通常有すべき性能または機能を満たさない

こと 

・電気設備、給排水設備の機能が失われること 

※住宅瑕疵担保責任保険法人（5社）によって補償内容に差

異がありますので、詳細につきましては、各社にお問い合わ

せください。 

◆まとめ 
ほとんどの大規模修繕工事は、建築確認申請をする必要

がない工事です。つまり、行政や指定確認検査機関等で工事

内容についてチェックがされません。 

工事費は高額であるため、工事の知識が乏しい発注者が

実施することは、とてもリスクがある状況といえます。 

そのため、発注者である管理組合は工事会社に瑕疵保険

への加入をしてもらい、一定の工事品質の確保と、工事後の

トラブル対策をしておくことをお奨めします。 

 

 

 

 

 

 

マンションの外壁、屋上の防水工事後に、工事会
社の施工が原因で、屋上から雨漏りが発生 

 

「大規模修繕工事」管理組合、工事会社を守る 3つの保険 

株式会社住宅あんしん保証 濱田祐也 

 

保険 
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◆瑕疵保険料等の目安は、 

請負工事金額の 0.4％ ～0.7％程度です。（瑕疵保険法人ごとに保険料等は異なりま

す。） 

※保険料（現場検査料[消費税 8%込]含む）の例 
【工事の請負金額（税込）4,800万円の場合】 

工事内容:外壁改修工事（外壁、タイル補修工事、屋上防水工事） 

保険金額:5,000万円 

延床面積:4,032㎡ 

付帯する特約：防水工事に係る保険期間延長特約 10年 

タイルの剥落に係わる特約 5年 

➔保険料等（保険料＋現場検査料）：290,010円（請負金額の 0.6％）

 

住宅過剰社会に生きている・・・マンションはどうやって生き延びたらいいの？ 
 

居住者の高齢化が進むと役員のなり
手がいない、空き室が増える、大規模修

繕工事が予定したとおり実施できないなどの状況が予測さ
れます。将来のマンションの姿を想像するとリスクの大き
さに呆然となります。 
マンションの建替えは極めてハードルが高く、実現はほぼ
無理だと考えておくのが正解です。 
ではどうするか。答えの一つが「ヴィンテージマンショ

ン」なのです。管理組合は資金的にも年齢的にも余裕のあ
るうちに、若者にも魅力のあるマンションづくりをもっと
積極的に行っていく必要があります。 
さらに、魅力あるマンションにするためには、建物だけで

なく、コミュニティが健全かどうか（みんなの顔が見える
関係、和気アイアイな近所と近助）、そして、その魅力を外
部に「発信しているか」どうかにかかっています。 
 
 

人まかせ（丸投げ）という無関心 
 

「人まかせ」では自分たちのマンションの将来は「ジリ
貧」です。管理会社は自分たちのマンションの将来像を提示
してくれるわけではありません。専門家の活用を積極的に
行いつつも、最終的に決定するのは自分たち、管理組合であ
ると思い定めることが必要です。専門家への「丸投げ」はや
めるべきなのです。 
「不適切コンサルタント」の跋扈（ばっこ）は続いていま

す。管理組合が積み立ててきた大切な修繕積立金を狙う、
このような輩を許すことはできません。しかし、管理組合
の「無関心」と「人まかせ」とが、彼らにつけいるすきを与
えているのも事実なのです。 
「自分たちのマンションのことは自分たちで考える」と

いうマンション管理の基本に立ち返ってみましょう。 
そのためのお手伝いをするのが浜管ネットです。上手に

活用しましょう。（事務局：吉村順一）

2017.9.29 ヴィンテージマンションという考え方 

技術者部会・専門業部会建築 Bグループは 9月 29日 18時 30分～、かながわ労働プラザで「ヴィンテージ
マンションという考え方」をテーマに技術者部会・専門業部会合同セミナーを行いました。 
第 1部は片山啓介氏（技術者部会・1級建築士）が「ヴィンテージマンションとは？」への答えとして、「築

年数が経っても味わい深い雰囲気を醸し出している」「管理組合がしっかり機能し、メンテンナンスや修繕工
事も実施」などを上げました。このヴィンテージマンションを目指すには、意匠性、機能性の向上、居住者の
ライフスタイルの変化に対応することが大切だと指摘。 
そして、「古き良きもの」だけでなく、新しい機能を備えた「ハイブリッドなマンション」をヴィンテージ

マンションとし、将来のマンション像の考え方として提案したいと話しました。 
第 2部は建装工業の井上幸雄氏（浜管ネット理事）が「付加価値のある大規模改修工事の成功例」として、

①サッシ・玄関扉交換②外壁・屋根外断熱改修③エレベーター新設・改修④エントランスグレードアップ、外
構まわり改修⑤給排水、ガス、電気設備の耐久性向上⑥駐車場改修⑦耐震改修を説明。ヴィンテージマンショ
ンが中古市場への成熟に影響することになっていくと述べました。 
最後に塗料・日本ペイント、床材・タキロンマテックス、建築材料・アロン化成、K.Cアスカが、各社の商

品説明を行いました。（以上、編集部） 

セミナー 

COLUMN 
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浜管ネットでは夏季基礎講座として 7 月 25

日と 8 月 1 日の 2 週にわたり、「専有部分」「共

用部分」など、マンション管理独特の用語を通

して、マンション管理の基本を学ぶことを目的

とした管理組合役員対象の研修会を行いまし

た。会場は浜管ネットの事務局が入るハウスク

エア横浜の 4F セミナールーム。  

１回目の 7 月 25 日は

まず、個人賛助会員であ

る 佐 々 木 好 一 弁 護 士 が

マ ン シ ョ ン 関 係 の 法 律

用語をやさしく説明。マ

ンションは民法の「所有」

の概念に当てはまらず、

「 1 物を対象として複数

の所有権の存在」であることから区分所有法が制

定されたこと、また、マンション管理適正化法で

は「 2 以上の区分所有者が存する建物で人の居住

の用に供する専有部分

のあるもの…」とマンシ

ョンを定義しているな

ど、基本用語の解説を行

いました。 

次に、尾崎京一郎理事

（ 1 級建築士）が大規模

修繕工事の進め方、マン

ションの維持管理はど

うやってするのかを詳しく説明。管理組合が工事

の内容を理解している

か、管理組合の意思が工

事に反映されているか

が大事なポイントだと

指摘した。 

最後に、阿部一尋理事

（ 1 級建築士）が「マン

ションの建替え」につい

て解説。浜管ネットは本

来、建物を長持ちさせるための事業や管理組合へ

の支援・アドバイスを行ってきましたが、災害時

の建物の復旧の際に選択肢として「建替え」があ

り、その基本も知っておくべきということで、テ

ーマに取り上げられました。  

 

夏季基礎講座の２回目は 8 月 1 日に行いました。  

第 1 部では 1 回目の研修会に引き続き、佐々木好一

弁護士が法律面からみたマンションにおけるトラブルに

ついて講演。ペット飼育、違法駐車、専有リフォームの

手続き、バルコニーの使用、賃借人の権利と義務、コミ

ュニティ活動など、マンション生活をする上で何をして

よいのか、何をしてはいけないのか詳しく解説しました。 

第 2 部は正会員のｸﾞﾗﾝﾌｫｰﾚ戸塚ﾋﾙﾌﾞﾘｰｽﾞ管理組合の吉

田郁夫理事長が、同マンションの組合運営やその役割な

どを説明。世代循環型の組織構成、ハード面の投資、徹

底的な情報公開、活発なコミュニティ活動と合意形成の

あり方について紹介。さらに具体的な運営方法について

お話してもらいました。  

最後に、講師メンバーに浜管ネットの加藤会長、吉村副

会長も交え、パネルディスカッションを行いました。 

討論は、高齢者の見守りについて組合・自治会の取組

みや対応、管理費等の滞納と

相続の問題、個人情報の取扱

いに関する留意点など、各パ

ネリストからは個別のコメン

トや経験談などが話され、会

場の参加者からも多くの発言

がありました。「今の高齢化マ

ンションが抱える問題を考え

ると、年金生活者が増える 10

～20 年後はもっと厳しい」と

いう指摘もあり、各マンションが早めの対応を意識する

必要があるという結論で終幕しました。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

7 月 25日 管理組合役員研修会（1回目） 

佐々木好一弁護士  

尾崎京一郎理事  

阿部一尋理事  

吉田郁夫理事長 
（ｸﾞﾗﾝﾌｫｰﾚ戸塚ﾋﾙﾌﾞﾘｰ

ｽﾞ） 

8 月 1日 管理組合役員研修会（2回目） 

＜読んでおきたい１冊＞ 
 

『老いる家 崩れる街』 

住宅過剰社会の末路 

野澤千絵著（講談社現代新書） 

760円（税別） 
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～ 事務局からお知らせ ～ 
 

【民泊について】 

★横浜市建築局住宅再生課より市内分譲マンション管理

組合へ向けた「住宅宿泊事業法成立に伴う標準管理規約

改正と住宅宿泊事業に関する周知」と題する資料が下記

に掲載されております。 

Http://www.hamakan-net.com/mtouroku.html 

 浜管ネットでは民泊禁止の貼り紙を会員管理組合へ

配布しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【ホームページ会員サイト】 

★浜管ネットホームページには会員サイトを開設してお

り、過去のセミナーの資料（カラー版）や行政からの有

益なお知らせ等をいち早く掲載しております。 

閲覧に必要なユーザ ID,パスワードは事務局までお問

い合わせください。 

【イベント情報】 

・浜管ネット CPD セミナー 

事例で学ぶマンション電気設備改修工事と機械式駐

車場のメンテナンス 

 日時：１１月２９日（木） 

18 時 30 分～20 時 30 分（受付 18 時 15 分より） 

 場所：神奈川県民センター３０４会議室 

 費用：会員 無料、一般 １０００円（資料代） 

 詳しくは浜管ネット事務局へお問い合わせください。 

 

 

【電子文書保管】 

★浜管ネットでは、会

員管理組合の電子文書の保管を行っております。 

規約、パンフレット、議案書、設計図書等は相談を時に

必要です。浜管ネットに郵送していただければ PDF ファ

イルにして保管いたします。ぜひお問い合わせください。 

設計図書等の文書が紛失した場合、大規模修繕時に再

度設計図書を作成するなどの費用が発生します。 

現在どのような文書がどこに保管されているのかぜひ

確認してみてください。 

 

【定期相談】のご案内 

・ 土曜日 13 時～16 時まで（ソフト系・ハード系とも） 

・ 土曜日の来所が困難な場合（または緊急を要する場

合）月、火、木にソフト系（マンション管理士が担

当）相談を受け付けます。 

・ ハード系（一級建築士が担当）相談は打合せの上、

日程を決めます。 

・ 場所はハウスクエア横浜３階 浜管ネット事務局 

・ 申込のフォーマットはホームページからダウンロ

ードできます。事前申込制です。 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

 

会員の皆様 
浜管ネットでは、ホームペ

ージのトップ画面の写真を募
集しております。ぜひ事務局
にお問い合わせください。 

http://www.hamakan-net.com/mtouroku.html

